
令和 4 年度　予算施策評価表

1

Ａ Ｂ

連 絡 先 2380

施 策 の 内 容

施 策 の 目 標

　経済的困窮者、戦没者の遺族、被爆者、ハンセン病元患者等が、扶助や援護を受け、自立に向けて安心して暮らしている状態にする。

施 策 名 公的扶助・生活援護の確保 予 算 施 策
コ ー ド

hf17

担 当 部 局 名 保健福祉部 社会福祉医療局 保健福祉課 評 価 責 任 者 課長　　髙橋　紀久

こ れ ま で の 取 組 み

　生活保護新規申請者､保護継続世帯については､現業員が訪問等により生活実態等を把握し、併せて関係先調査を行い､適正な保護の実施に努めてきた｡また､地方局、市福祉事務所､
保護施設､生活保護指定医療機関及び生活保護指定介護機関に対し監査を実施し､生活保護制度の適正､円滑な運営を確保してきた｡さらに､訪問等の機会を捉えて､各種指導を行い､自
立に向かうことができるよう努めてきた｡
　ハンセン病問題については､過去の責任を深く受け止め､他県に先駆けて（香川､山口に続き３県目）社会復帰支援事業を創設するなど､この問題の解決に積極的に取り組んできた｡
　戦傷病者や戦没者遺族等に対する援護は､国家補償である｡戦後70年の経過により､当時の状況の検証に困難を極める中､法に基づく各種給付事業について､適切な審査､裁定等に努
めてきた。
　また、低所得者へのセーフティネット対策を推進するため、21年度に国交付金により造成した基金を活用し、住居を喪失するなどした離職者への住宅手当の給付、生活保護受給者に対
する就労支援の実施、市町等が実施するホームレス等貧困・困窮者の「絆」再生事業への補助及び市町社協への相談員設置費用の補助を行った。

成果指標名（目標の達成度合いを示す指標）

就労可能世帯における就労による自立世帯の割合
一般的な生活保護以外の生活援護者数

（対象事務事業番号：1，3，4，7，10，11，12，14，15，16）
選 択 理 由  生活保護の必要がなくなり廃止した世帯のうち､就労により自立した世帯の比率から､就

労支援の成果が把握できる｡
選 択 理 由 　被爆者、戦傷者や戦没者遺族等への支援による状況が把握できる。

成果と指標
の関係 中

指標の種類
(ｽﾄｯｸ/ﾌﾛｰ) フロー

指標の種類
(ﾌﾟﾗｽﾏｲﾅｽ) ＋

算 定 方 法 　就労による自立世帯数／就労可能な保護世帯数×100 算 定 方 法 　各事業で支援している受給者及び対象者数

成果と指標
の関係 強

指標の種類
(ｽﾄｯｸ/ﾌﾛｰ) フロー

指標の種類
(ﾌﾟﾗｽﾏｲﾅｽ) ＋

様式１



2
　県の関与の必要性

　成果指標A

　成果指標B

指　標　・　事　業　費 ・ 人 件 費　の　推　移

区分
成果指標A 成果指標B 事業費（予算） 事業費

（決算）
人件費

計画 実績 達成率 県費
単　位 ％ ％ 人 ％ 千　円

計画 実績 達成率 予算計 国費 その他

6710 33.7% 2,767,461 1,797,265

5,238,157 4,229,258

21,939 948,257 2,707,443 64,964
3年度 10 8 80.0% 14622 14414 61,10598.6% 2,793,391 1,813,314 24,927 955,150 2,719,868

2年度 10 2 20.0% 19903

25,010 983,889 4,833,961 59,1304年度 10 6 60.0% 9191 2484 27.0%

施 策 の 評 価

説
　
明

　生活保護法に基づく生活保護制度、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律に基づく被爆者援護制度、戦没者等の遺族等に対する特別弔慰金支給法に基づ
く弔慰金支給制度、災害弔慰金の支給等に関する法律に基づく弔慰金等の経費負担制度等の公的扶助及びそれらに付帯する事業であり、これらは、公による保護
を要する人たちに対するもので、県の責務である。

高い

説
　
明

　「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」に基づく援護施策として、各自治体とも同様の事業が展開されており、健康管理手当等の支給により、原子爆弾の傷
害作用のため今なお特別な状態にある被爆者の安定した生活を保持することは必要である。
　なお、委員意見に基づき、28年度から、被爆者の支援による受給者及び対象者の合計を成果指標としたところであり、積極的な援護相談の実施等により、更なる成
果の向上が可能。

成果
動向 横這い

成果向上
余地 成果向上が可能

説
　
明

　必要な調査､監査を行い､適正な制度運用に努めており､保護廃止による自立世帯も高齢化による世帯類型の変更の影響を除いても、ほぼ横這いに推移している。
　対象者の自立については、指導等種々の手段により､ある程度の向上余地はあり、令和４年度も堅調に推移している。

成果
動向 横這い

成果向上
余地 成果向上が可能

成果向上は余り望めない
参考：構成事務事業の評価

の平均値
成果動向 2.00 順調・向上

成果向
上余地 1.00



４－１　事務事業管理シート（評価対象事業）

1 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 5 5 5 事業費計 107,692 109,558 114,797 97,447

実績 14 8 4.3 国費 59,958 72,598 68,397 66,356

達成率 280.00% 160.00% 86.00% その他

単位 計画 100 100 100 県費 47,734 36,960 46,400 31,091

実績 22 50 100 事業費計 102,019 100,090 109,193

達成率 22.00% 50.00% 100.00% 国費 59,963 70,852 67,829 方向１

単位 計画 237 234 230 その他 方向２

実績 646 390 232 県費 42,056 29,238 41,364 方向３

達成率 272.57% 166.67% 100.87% 人役 0.8 0.8 0.8

人件費 5,413 4,840 4,777

2 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 1188 1106 1080 事業費計 2,305,852 2,339,760 2,364,038 2,353,842

実績 1153 1115 1200 国費 1,429,864 1,444,401 1,479,079 1,513,874

達成率 - - - その他 21,929 24,917 25,000 1

単位 計画 182 182 182 県費 854,059 870,442 859,959 839,967

実績 141 129 146 事業費計 2,293,068 2,330,252 2,206,948

達成率 - - - 国費 1,502,983 1,455,038 1,520,468 方向１

単位 計画 10 10 10 その他 26,890 27,322 34,512 方向２

実績 2 8 6 県費 763,195 847,892 651,968 方向３

達成率 20.00% 80.00% 60.00% 人役 0.3 0.3 0.3

人件費 2,030 1,815 1,792

3 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 500 440 404 事業費計 271,967 258,097 243,712 218,788

実績 435 393 364 国費 259,820 245,539 228,876 206,137

達成率 - - - その他

単位 計画 161 132 123 県費 12,147 12,558 14,836 12,651

実績 91 69 55 事業費計 266,262 234,624 216,892

達成率 - - - 国費 248,343 226,550 209,014 方向１

単位 計画 23024 24081 28517 その他 1,001 35 0 方向２

実績 22044 19757 20770 県費 16,918 8,039 7,878 方向３

達成率 - - - 人役 2.2 2.2 2.2

人件費 14,886 13,310 13,137
実施
期間

始期 終期 事業の概要

S43
予定・見込
があれば記

入

原子爆弾の傷害作用により今なお特別な状態にある被爆者に対し、保健、医療及び福祉にわたる総合的な援護対策を
講ずる。

指標種類1 指標名称1

予
算

国民の最低限度の生活の維持を目的とする生活保護制度の安定的かつ適正な
運営を確保するため、継続して実施する必要がある。実施

期間

始期 終期 事業の概要

S25
予定・見込
があれば記

入

①郡部の被保護者の保護と中国残留邦人に対する支援給付、②市福祉事務所が保護する被保護者等のうち、居住地
がないか又は明らかでない者の保護に要する扶助費等のうち県費負担部分の支出、③被保護者の就労（準備）支援及
び④被保護者の健康管理支援

このまま継続

指標種類3 指標名称3

活動 0 ﾌﾛｰ
介護保険等利用助成金（各年
度）

千円

ﾌﾛｰ
被爆者健康診断受診者数（定
期健診2回分）

人
決
算

見
直
し
方
向
性

人
決
算

見
直
し
方
向
性

・日本国憲法第25条の理念に基づき、国が生活に困窮する全ての国民に対し
て、その最低限度の生活保障及び自立助長を目的とする。
・生活保護法第19条第1項において、都道府県知事に保護の決定・実施が義務
付けられている。

活動 0 ﾌﾛｰ
被保護者（支援給付者）数の
年度平均

人

指標種類2 指標名称2

活動 0

被爆者対策費
コスト

（単位：千円）

評
価成果 0 ﾌﾛｰ 医療特別手当等受給対象者数 人

指標種類2 指標名称2

成果 0

扶助費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期 事業の概要

H27
予定・見込
があれば記

入

平成27年度から施行された「生活困窮者自立支援法」に基づき、生活保護に至る前段階の生活困窮者に対し、郡部にお
いて、自立に関する相談支援を包括的に実施することにより、相談者が抱える複合的な課題を解きほぐし、早期の自立を
促す。

このまま継続

指標種類3 指標名称3

成果 ＋ ﾌﾛｰ
就労可能世帯における就労に
よる自立世帯割合

％

ﾌﾛｰ 保護開始人員数の年度累計

　

活動 ＋ ﾌﾛｰ 新規相談受付件数 件

ﾌﾛｰ
就労支援対象者に対する新規
就労者又は増収者の比率

%
決
算

見
直
し
方
向
性

自立相談支援事業や住居確保給付金支給事業といった必須事業のほか就労
準備支援事業、家計改善支援事業、子どもの学習・生活支援事業などの任意事
業を郡部の実情に応じて組み合わせて実施している。

成果 ＋ ﾌﾛｰ
新規相談件数と生活保護にお
ける相談（保護に至ったもの
を除く）件数との比率

件

指標種類2 指標名称2

成果 ＋

生活困窮者自立支援事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

このまま継続

指標種類3 指標名称3

予算施策名 hf17 公的扶助・生活援護の確保



4 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

4その他

単位 計画 1000 1700 1200 事業費計 200 200 200 200

実績 0 100 100 国費

達成率 - - - その他

単位 計画 県費 200 200 200 200

実績 事業費計 0 200 200

達成率 - - - 国費 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 0 200 200 方向３

達成率 - - - 人役 0.1 0.1 0.1

人件費 677 605 598

5 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 150 150 150 事業費計 18,888 18,654 21,219 20,504

実績 128 137 189 国費 4,754 4,756 7,585 6,603

達成率 - - - その他

単位 計画 7400 7400 7400 県費 14,134 13,898 13,634 13,901

実績 7352 7236 7139 事業費計 15,517 15,794 16,899

達成率 - - - 国費 3,702 3,805 5,600 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 11,815 11,989 11,299 方向３

達成率 - - - 人役 1.7 1.7 1.7

人件費 11,503 10,285 10,151

6 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

4その他

単位 計画 4 4 4 事業費計 1,543 1,535 1,531 1,528

実績 2 2 2 国費

達成率 50.00% 50.00% 50.00% その他

単位 計画 11 11 4 県費 1,543 1,535 1,531 1,528

実績 2 2 2 事業費計 353 354 414

達成率 18.18% 18.18% 50.00% 国費 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 353 354 414 方向３

達成率 - - - 人役 0.1 0.1 0.1

人件費 677 605 598
実施
期間

始期 終期 事業の概要

Ｈ14
予定・見込
があれば記

入

療養所を退所する決意を固める際の大きな支障となっている住宅費、医療費及び介護費の負担を軽減することにより、
入所者の方々の社会復帰を支援するとともに、退所後の生活をケアする。

人
決
算

見
直
し
方
向
性

恒例、生活への不安（生計維持手段の欠如、家族・親族との関係）、医療への不
安、ハンセン病に対する偏見・差別等が、社会復帰の阻害要因となっているが、
それらの改善の余地がある。

成果 ＋ ﾌﾛｰ
当該事業開始後の本県出身療
養所入所者の退所者数

人

指標種類2 指標名称2

活動 ＋

ハンセン病療養所入所者社会復帰支援事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期 事業の概要

S25
予定・見込
があれば記

入

　生活保護及び支援給付の適正かつ効率的な運営を図るため、本庁において関係機関に対する監査・指導を実施する
とともに、各地方局地域福祉課及び八幡浜支局福祉室において被保護世帯の生活状況調査や自立助長指導を行う。

このまま継続

指標種類3 指標名称3

ﾌﾛｰ 助成実人数

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期 事業の概要

S42
予定・見込
があれば記

入

愛媛県戦没者遺族大会の開催にかかる経費補助

このまま継続

指標種類3 指標名称3

ﾌﾛｰ
県下生活保護世帯数（松山市
除く）

世帯
決
算

見
直
し
方
向
性

決
算

見
直
し
方
向
性

県下全域にわたる組織であるが、会員の減少や高齢化もみられ、県の補助は
必要である。

活動 0 ﾌﾛｰ 愛媛県戦没者遺族大会参加者 人

指標種類2 指標名称2

生活保護業務費
コスト

（単位：千円）

評
価 　生活保護制度は、法定受託事務として全国一律の基準で行う制度であり、詳

細な事務処理基準が国から示されていることから、他県と同水準で取り組んで
いる。

成果 0 ﾌﾛｰ
生活保護世帯の新規開始件数
（年度平均）

世帯

指標種類2 指標名称2

活動 0

遺族大会補助金
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

このまま継続

指標種類3 指標名称3



7 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

4その他

単位 計画 12 12 12 事業費計 1,149 1,522 1,221 -

実績 12 12 12 国費

達成率 - - - その他

単位 計画 県費 1,149 1,522 1,221

実績 事業費計 1,055 1,519 1,198

達成率 - - - 国費 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 1,055 1,519 1,198 方向３

達成率 - - - 人役 0.1 0.1 0.1

人件費 677 605 598

8 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 30 30 30 事業費計 590 592 592 617

実績 10 10 10 国費 590 592 592 617

達成率 - - - その他

単位 計画 県費

実績 事業費計 39 41 30

達成率 - - - 国費 39 41 30 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 方向３

達成率 - - - 人役 0.3 0.3 0.2

人件費 2,030 1,815 1,195

9 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 100 100 50 事業費計 1,601 1,588 1,601 1,610

実績 15 4 5 国費 1,601 1,588 1,601 1,610

達成率 - - - その他

単位 計画 300 300 200 県費

実績 182 121 103 事業費計 831 859 934

達成率 - - - 国費 831 859 934 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 方向３

達成率 - - - 人役 0.2 0.2 0.2

人件費 1,354 1,210 1,195
実施
期間

始期 終期 事業の概要

S27
予定・見込
があれば記

入

戦傷病者戦没者遺族等援護法にかかる遺族年金等の受付、調査に関する経費。戦没者等の相談員経費。戦傷病者特
別援護法、未帰還者留守家族等援護法等に関する事務。

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期 事業の概要

S22
予定・見込
があれば記

入

旧陸海軍、軍人・軍属の身上のの取り扱い及び未帰還邦人に係る調査。恩給未請求者への請求指導。

このまま継続

指標種類3 指標名称3

ﾌﾛｰ 相談員が受けた相談件数 件
決
算

見
直
し
方
向
性

決
算

見
直
し
方
向
性

愛媛県の相談等の窓口として、必要である。
活動 0 ﾌﾛｰ 在職年調査件数 件

指標種類2 指標名称2

戦没者遺族・戦傷病者援護事務費
コスト

（単位：千円）

評
価 戦没者、戦傷病者に対する支援であり、必要である。

対象者の高齢化に伴い、相談件数等は減少すると思われる。

活動 0 ﾌﾛｰ 療養費の支給件数 件

指標種類2 指標名称2

活動 0

旧軍関係調査等援護事務費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

統合実施
期間

始期 終期 事業の概要

S38
予定・見込
があれば記

入

愛媛県戦没者慰霊塔「英魂」及び沖縄戦没者慰霊塔「愛媛の塔」の維持管理費。

このまま継続

指標種類3 指標名称3

指標種類1 指標名称1

予
算

統合

指標種類3 指標名称3

決
算

見
直
し
方
向
性

慰霊塔は、県が設置したものであり、管理は必要である。
沖縄戦没者慰霊塔は、沖縄戦における本県の戦没者を祀っているものであり、
管理してる県遺族会への補助は妥当である。

活動

慰霊塔維持管理費
コスト

（単位：千円）

評
価0 ﾌﾛｰ 旧陸軍墓地清掃 回

指標種類2 指標名称2



10 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 16000 12000 5500 事業費計 16,060 16,000 12,103 8,787

実績 7445 7107 1821 国費 16,050 15,990 12,093 8,777

達成率 - - - その他 10 10 10 10

単位 計画 県費

実績 事業費計 14,467 14,131 8,180

達成率 - - - 国費 14,450 14,114 8,161 方向１

単位 計画 その他 17 17 19 方向２

実績 県費 方向３

達成率 - - - 人役 2 2 2

人件費 13,532 12,100 11,942

11 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

4その他

単位 計画 55 55 20 事業費計 1,416 1,416 3,132 4,704

実績 0 0 0 国費

達成率 - - - その他

単位 計画 1800 県費 1,416 1,416 3,132 4,704

実績 54 事業費計 143 99 1,490

達成率 - - - 国費 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 143 99 1,490 方向３

達成率 - - - 人役 0.2 0.2 0.2

人件費 1,354 1,210 1,195

12 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 1 1 2 事業費計 869 869 869 869

実績 0 2 2 国費

達成率 - - - その他

単位 計画 1 1 2 県費 869 869 869 869

実績 0 0 0 事業費計 256 343 459

達成率 - - - 国費 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 256 343 459 方向３

達成率 - - - 人役 0.1 0.1 0.1

人件費 677 605 598
実施
期間

始期 終期 事業の概要

S33
予定・見込
があれば記

入

戦没者遺族援護事業の一部（研修会、表彰事業）の事業を愛媛県遺族会へ委託している。

回
決
算

見
直
し
方
向
性

遺族会は県下各市町単位で組織されており、その上位組織である県の遺族会
が行う研修会等を行うことは、有効である。

成果 0 ﾌﾛｰ 幹部役員研修会　開催回数 回

指標種類2 指標名称2

成果 0

遺族援護費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

このまま継続実施
期間

始期 終期 事業の概要

S33
予定・見込
があれば記

入

全国戦没者追悼式の参列及び市町戦没者慰霊祭等の参列に要する経費
令和4年度から先の大戦における本県出身の戦没者の愛媛県戦没者追悼式に要する経費も含む。

このまま継続

指標種類3 指標名称3

ﾌﾛｰ
後継者育成のための研修会
開催回数

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期 事業の概要

S38
予定・見込
があれば記

入

軍人、軍属の公務上負傷し、また疾病にかかり、これにより障害の状態になった者、または死亡した者の遺族に対して、
国家が弔意金を支給するもので、これにかかる事務等である。

統合

指標種類3 指標名称3

ﾌﾛｰ 愛媛県戦没者追悼式参加者数 人
決
算

見
直
し
方
向
性

決
算

見
直
し
方
向
性

法定受託事務。遺族等の申請により行う事務である。
第11回特別弔慰金については、令和5年3月31日に受付が終了している。

成果 0 ﾌﾛｰ 特別弔慰金の審査件数 件

指標種類2 指標名称2

　

戦没者追悼慰霊事業費
コスト

（単位：千円）

評
価 遺族への支援として必要である。

全国戦没者追悼式と県戦没者追悼式に必要な経費である。

成果 0 ﾌﾛｰ
全国戦没者追悼式への公費参
列者数

人

指標種類2 指標名称2

成果 0

弔慰金等特別給付金支給事務費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

このまま継続

指標種類3 指標名称3



13 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

4その他

単位 計画 216 96 72 事業費計 2,931 3,083 3,102 3,032

実績 48 47 44 国費 2,931 2,946 2,941 2,946

達成率 - - - その他

単位 計画 24 48 48 県費 137 161 86

実績 45 82 36 事業費計 1,276 1,289 1,034

達成率 - - - 国費 1,276 1,289 1,034 方向１

単位 計画 48 48 32 その他 方向２

実績 22 25 12 県費 方向３

達成率 - - - 人役 0.2 0.2 0.2

人件費 1,354 1,210 1,195

14 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

4その他

単位 計画 10 10 10 事業費計 2,063 2,030 2,030 2,029

実績 3 0 0 国費

達成率 30.00% 0.00% 0.00% その他

単位 計画 18 17 15 県費 2,063 2,030 2,030 2,029

実績 17 15 14 事業費計 329 323 498

達成率 94.44% 88.24% 93.33% 国費 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 329 323 498 方向３

達成率 - - - 人役 0.2 0.2 0.2

人件費 1,354 1,210 1,195

15 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 250 36 事業費計 0 8,509 30,050 0

実績 44 36 国費 8,509 10,881

達成率 - - - その他

単位 計画 県費 19,169

実績 事業費計 0 7,786 27,478

達成率 - - - 国費 26,954 10,881 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 -19,168 16,597 方向３

達成率 - - - 人役 0.5 0.6

人件費 3,025 3,583 ・新型コロナウイルス感染症の収束が見込まれるとして、国の方針により令和４
年12月末に新規申請受付を終了し、令和５年３月をもって支給を終えている。実施

期間

始期 終期 事業の概要

R3 R4

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化している中、生活保護に準じる水準の困窮世帯に新型コロナウイルス感染症
生活困窮者自立支援金の支給を行い、新たな就労や生活保護の受給につなげていく。

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期 事業の概要

Ｓ28
予定・見込
があれば記

入

ハンセン病を巡る問題は国や県の責任はもとより、社会全体として反省すべきものであり、基本的人権にも関わることか
ら、患者・元患者の方々の名誉の回復、社会復帰の実現、福祉の増進等、この問題の早期かつ全面的な解決に向けて
積極的に取り組むものである。

休止・廃止

指標種類3 指標名称3

決
算

見
直
し
方
向
性

人
決
算

見
直
し
方
向
性

入所者の高齢化が進む中で里帰り事業で帰郷する人数は減少傾向にあること
から、故郷との交流の機会を確保するため、平成26年度から、芸能グループ等
による療養所訪問事業に取り組んでいる。

成果 ＋ ﾌﾛｰ 里帰り事業参加者数 人

指標種類2 指標名称2

成果 ＋

新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給事業費
コスト

（単位：千円）

評
価 ・新型コロナウイルス感染症の影響が長期化したことに伴い、総合支援資金の

再貸付が終了するなどにより、緊急小口資金等の特例貸付を利用できない困窮
世帯に支援金を支給した。

成果 0 ﾌﾛｰ 支給決定件数 件

指標種類2 指標名称2

ハンセン病福祉事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期 事業の概要

S55
予定・見込
があれば記

入

中国からの帰国した残留邦人等について、生活等の相談に応じたり通訳等を行い、自立を促す。

このまま継続

指標種類3 指標名称3

ﾌﾛｰ 療養所入所者数

指標種類1 指標名称1

予
算

このまま継続

指標種類3 指標名称3

成果 0 ﾌﾛｰ 支援・相談の回数 回

ﾌﾛｰ 自立支援通訳の派遣回数 回
決
算

見
直
し
方
向
性

中国帰国孤児等定着自立促進事業費
コスト

（単位：千円）

評
価 自立を促すものであるから、相談件数等の増加が成果に結びつくものではな

い。

成果 0 ﾌﾛｰ 自立指導員の派遣件数 回

指標種類2 指標名称2

成果 0



４－２　事務事業管理シート（評価対象外事業） hf17

1 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R2年度 R3年度 R4年度

事業費計 3,750 3,750 4,826 4,826 事業費計 3,750 0 2,857

国費 2,500 2,500 2,500 2,500 国費 2,500 0 1,250

その他 その他

県費 1,250 1,250 2,326 2,326 県費 1,250 0 1,607

0.1 0.1 0.1

677 605 598

2 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R2年度 R3年度 R4年度

事業費計 122 122 122 122 事業費計 0 0 116

国費 国費

その他 その他

県費 122 122 122 122 県費 0 0 116

0.1 0.1 0.1

677 605 598

3 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R2年度 R3年度 R4年度

事業費計 8,801 8,449 8,442 8,440 事業費計 7,524 7,406 7,313

国費 国費

その他 その他

県費 8,801 8,449 8,442 8,440 県費 7,524 7,406 7,313

0.1 0.1 0.1

677 605 598人件費

評価対象外の理由

予
算

決
算

その他

評価対象外その他の理由（記述）

算定方法をすべて国が規定しており、裁量の余
地がない。

人役

医療費等審査及び支払費
コスト

（単位：千円）
コスト

（単位：千円）

人件費

評価対象外の理由

予
算

決
算

その他

評価対象外その他の理由（記述）

算定方法をすべて国が規定しており、県の裁量
の余地がなく、評価結果を活用できない。

人役

評価対象外の理由

予
算

決
算

その他

評価対象外その他の理由（記述）

行旅死亡人の公告を実施した市町への交付で
あり、裁量の余地がない。

人役

行旅死亡人取扱費
コスト

（単位：千円）
コスト

（単位：千円）

予算施策名 公的扶助・生活援護の確保

災害弔慰金等補助事業費
コスト

（単位：千円）
コスト

（単位：千円）

人件費



4 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R2年度 R3年度 R4年度

事業費計 7,197 11,965 10,955 11,311 事業費計 210 803 796

国費 7,197 11,965 10,955 10,084 国費 210 9,839 9,830

その他 その他

県費 1,227 県費 -9,036 -9,034

0.2 0.2 0.2

1,354 1,210 1,195

5 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R2年度 R3年度 R4年度

事業費計 0 0 181,222 0 事業費計 0 0 43,396

国費 181,222 国費 43,396

その他 その他

県費 県費

0.1

598

6 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R2年度 R3年度 R4年度

事業費計 0 0 388 360 事業費計 0 0 313

国費 国費

その他 その他

県費 0 0 388 360 県費 0 0 313

0.1

598人件費

評価対象外の理由

予
算

決
算

その他

評価対象外その他の理由（記述）

算定方法をすべて国が規定しており、県の裁量
の余地がなく、評価結果を活用できない。

人役

災害援護資金貸付利子補給事業費
コスト

（単位：千円）
コスト

（単位：千円）

人件費

評価対象外の理由

予
算

決
算

単年度事業

評価対象外その他の理由（記述）

人役

低所得世帯緊急生活支援事業費
コスト

（単位：千円）
コスト

（単位：千円）

人件費

評価対象外の理由

予
算

決
算

その他

評価対象外その他の理由（記述）
感染対策という性質から、補助件数や補助金額
等の多寡で評価ができず、評価結果を活用でき

ないため。

人役

保護施設等感染拡大防止対策事業費
コスト

（単位：千円）
コスト

（単位：千円）



7 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R2年度 R3年度 R4年度

事業費計 0 0 9,469 0 事業費計 0 0 9,469

国費 国費

その他 その他

県費 9,469 県費 9,469

0.1

598

8 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R2年度 R3年度 R4年度

事業費計 0 0 2,222,536 0 事業費計 0 0 2,177,854

国費 2,222,536 国費 2,177,854

その他 その他

県費 県費

0.1

598人件費

評価対象外の理由

予
算

決
算

単年度事業

評価対象外その他の理由（記述）

人役

医療・福祉版応援金事業費
コスト

（単位：千円）
コスト

（単位：千円）

人件費

評価対象外の理由

予
算

決
算

単年度事業

評価対象外その他の理由（記述）

人役

保護施設等感染拡大防止対策事業費等返還金
コスト

（単位：千円）
コスト

（単位：千円）


